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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期 

第３四半期 
連結累計期間

第35期 
第３四半期 
連結累計期間

第34期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 219,919 224,625 322,475 

経常利益 (百万円) 14,866 9,180 27,340 

四半期(当期)純利益 (百万円) 8,416 5,108 16,025 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,756 5,880 17,391 

純資産額 (百万円) 156,493 161,653 165,980 

総資産額 (百万円) 247,268 255,604 270,025 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 140.90 85.99 268.53 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 63.1 62.3 61.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,000 6,093 9,691 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,072 △6,972 △10,321 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △10,982 △9,579 △11,114 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 64,814 55,763 66,133 
 

回次
第34期 

第３四半期 
連結会計期間

第35期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 48.23 33.88 
 

― 2 ―



  

当社グループは、当社、当社の親会社、子会社13社及び持分法適用関連会社５社により構成されてお

り、コンピュータ・ネットワークシステムの販売・保守、ソフトウェア受託開発、データセンターサー

ビス、サポート等を行っております。 

 当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分方法を変更しております。詳細は、「第

４経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「Ⅱ 当第

３四半期連結累計期間 ２．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす

可能性のあるリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善する中、生産や設備投資にも持ち

直しの動きがみられるなど、国内景気は緩やかに回復しつつあります。 

情報サービス産業においては、金融業や製造業を中心に企業のIT投資意欲は高まりつつあり、ビジネ

ス環境は改善傾向にあります。 

このような状況下、当社グループにおきましては、平成26年３月期を「もう一段上へのレベルアップ

と持続的な成長実現のための基盤強化の年」と位置付け、収益拡大のための施策や、中長期的な成長に

向けた取り組みを推進しております。 

具体的には、平成25年４月に横浜コンピュータセンターの敷地内にデータセンター新棟を開設し、デ

ータセンターサービスやクラウドサービスの提供力を強化したほか、遠隔地にある複数のデータセンタ

ーを仮想的に１つのITインフラとして統合する「自律型データセンター」の実現に向けた取り組みを昨

年度末より子会社化したCTC GLOBAL SDN. BHD.（マレーシア）及びCTC GLOBAL PTE. LTD.（シンガポー

ル）の２社と共同で開始するなど、サービスビジネス及びグローバルビジネスの更なる拡大に向けた取

り組みを推進いたしました。ビッグデータ分野においては、システムの安定運用を目的に、企業が所有

する膨大なIT機器のログ（動作記録）を解析するソリューションや、米タブローソフトウェア社製品を

利用したBIソリューションの提供を開始するなど、新たな技術・ソリューションに関連するビジネス開

拓に注力いたしました。また、社員の健康的な生活や心身の充実を促し、業務への集中力や効率の向上

を図るべく、朝型勤務の奨励を開始するなど、社員の「働き方」に対する意識変革に向けた取り組みを

実施いたしました。 

営業活動につきましては、情報通信事業において、携帯キャリア向けの設備増強案件が減少しました

が、金融・社会インフラ事業においては、メガバンクやカード会社向けの開発及びサービス案件が増加

したほか、エンタープライズ事業では、製造分野向けを中心にシステムの更新や効率化に係る案件等が

増加しました。流通事業では、飲料、コンビニエンスストア、食品卸会社向けの開発案件等が増加しま

した。また、東南アジア地域においては、金融分野向けを中心に製品ビジネスが堅調に推移いたしまし

た。 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、製品ビジネスが減少したものの、サービス及び開

発ビジネスが増加し、また、昨年度末に取得した海外子会社の寄与もあり、売上高は224,625百万円

（前年同期比2.1％増）となりました。利益面では、売上総利益率の低下により、営業利益は8,920百万

円（同39.4％減）、経常利益は9,180百万円（同38.3％減）、四半期純利益は5,108百万円（同39.3％

減）となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 4 ―



  
  

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分方法を変更しているため、当第３四半

期連結累計期間の比較・分析は変更後の区分方法に基づいております。 

①情報通信事業 

携帯キャリア向けのネットワーク構築案件等が減少し、売上高は76,833百万円（前年同期比

16.8％減）、営業利益は4,877百万円（同50.9％減）となりました。 

②金融・社会インフラ事業 

メガバンクやカード会社向けの案件等が増加し、売上高は31,937百万円（同6.0％増）となり

ましたが、売上総利益率の低下や販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は602百万円

（同75.1％減）となりました。 

③エンタープライズ事業 

製造分野向け案件等が増加し、売上高は52,092百万円（同5.3％増）、営業利益は1,553百万円

（同27.5％増）となりました。 

④流通事業 

飲料、コンビニエンスストア、食品卸会社向けの案件等が増加し、売上高は38,676百万円（同

0.6％増）となりました。営業利益は、売上総利益率の改善により3,769百万円（同71.2％増）と

なりました。 

⑤クラウドプラットフォーム事業 

当セグメントは、データセンターを含むクラウド関連ビジネスを全社横断的に提供しており、

売上高は24,440百万円（同3.6％増）、営業利益は1,248百万円（同19.8％減）となりました。 

⑥保守・運用サービス事業 

当セグメントは、保守・運用を中心としたサービスビジネスを全社横断的に提供しており、売

上高は45,268百万円（同0.3％増）、営業利益は6,603百万円（同11.6％減）となりました。 

⑦その他 

海外２社の連結子会社化により、売上高は22,925百万円（同177.2％増）、営業損失は47百万

円（前年同期は230百万円の営業損失）となりました。 

  
 （注）上記セグメントの売上高及び営業利益は、セグメント間の内部売上高等を含めて表示しております。 
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて14,421百万円減少し、

255,604百万円となりました。これは、主に商品が9,844百万円、仕掛品が7,201百万円増加したもの

の、受取手形及び売掛金が21,792百万円、有価証券が10,999百万円減少したことによるものでありま

す。 

負債は、前連結会計年度末に比べて10,094百万円減少し、93,950百万円となりました。これは、主に

前受収益が3,812百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が2,409百万円、未払法人税等が7,020百

万円、賞与引当金が4,061百万円減少したことによるものであります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べて4,326百万円減少し、161,653百万円となりました。これは、主

に四半期純利益による増加が5,108百万円あったものの、配当金の支払による減少が6,545百万円、自己

株式の取得による減少が2,501百万円あったことによるものであります。 

  
(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計

年度末に比べ10,369百万円減少し、55,763百万円となりました。 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な内容は、次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は6,093百万円となりました。これは、たな卸資産の増減により

16,254百万円、法人税等の支払により9,843百万円の資金使用があったものの、税金等調整前四半期

純利益が8,918百万円、売上債権の増減により21,974百万円の資金回収があったこと等によるもので

あります。 

 前第３四半期連結累計期間との比較では、税金等調整前四半期純利益が5,622百万円減少、たな卸

資産の増減額による資金使用が3,472百万円増加したものの、売上債権の増減額による資金回収が

8,833百万円増加、仕入債務の増減額による資金使用が2,496百万円減少、法人税等の支払額が1,081

百万円減少したこと等により、得られた資金は5,092百万円増加しております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は6,972百万円となりました。これは、有形固定資産の取得で5,176

百万円、無形固定資産の取得で1,351百万円の資金使用があったこと等によるものであります。 

 前第３四半期連結累計期間との比較では、有形固定資産の取得による支出が3,268百万円増加した

こと等により、使用した資金は3,899百万円増加しております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は9,579百万円となりました。これは、セール・アンド・リースバ

ックによる収入が1,307百万円あったものの、自己株式の取得による支出が2,503百万円、ファイナン

ス・リース債務の返済による支出が1,751百万円、配当金の支払が6,551百万円あったこと等によるも

のであります。 

 前第３四半期連結累計期間との比較では、自己株式の取得による支出が2,499百万円減少したこと

等により、使用した資金は1,402百万円減少しております。 

  
(4) 研究開発活動 

当社グループの当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、229百万円（情報通信事業151百

万円、その他78百万円）であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 平成25年10月16日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を消却したことにより、発行済株式総数が減少して

おります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 246,000,000 

計 246,000,000 
 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,000,000 60,000,000 
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株であり
ます。 

計 60,000,000 60,000,000 ― ―
 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年11月１日(注) △2,500 60,000 ― 21,763 ― 33,076 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

(注)１．「完全議決権株式(その他)」欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれております。 

  また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式99株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(注) 当第３四半期会計期間に自己株式の消却及び自己株式の取得を行ったため、当第３四半期会計期間末の自己株

式数は1,131,270株となっております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

      平成25年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  2,996,800 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 59,439,700 594,397 ― 

単元未満株式 普通株式   63,500 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 62,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 594,397 ―
 

    平成25年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

伊藤忠テクノソリュー 
ションズ㈱ 

東京都千代田区霞が関 
３－２－５ 

2,996,800 ― 2,996,800 4.79 

計 ― 2,996,800 ― 2,996,800 4.79 
 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計

期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成24年９月21日内閣府令第61号)附則第５条第１項ただし

書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,914 27,354

受取手形及び売掛金 66,882 45,090

有価証券 33,997 22,998

商品 13,427 23,272

仕掛品 5,347 12,549

保守用部材 6,588 5,911

前払費用 22,317 26,298

その他 25,534 29,179

貸倒引当金 △94 △13

流動資産合計 205,917 192,640

固定資産   

有形固定資産 34,719 34,150

無形固定資産   

のれん 4,129 3,067

その他 7,053 10,327

無形固定資産合計 11,182 13,394

投資その他の資産   

その他 18,271 15,461

貸倒引当金 △63 △42

投資その他の資産合計 18,207 15,418

固定資産合計 64,108 62,963

資産合計 270,025 255,604

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 26,484 24,074

未払法人税等 7,803 783

前受収益 20,269 24,082

賞与引当金 7,566 3,504

受注損失引当金 308 295

アフターコスト引当金 368 318

その他 23,827 24,718

流動負債合計 86,627 77,776

固定負債   

退職給付引当金 575 －

退職給付に係る負債 － 593

資産除去債務 1,448 1,451

その他 15,395 14,129

固定負債合計 17,418 16,174

負債合計 104,045 93,950
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,763 21,763

資本剰余金 33,076 33,076

利益剰余金 118,506 108,419

自己株式 △10,370 △4,222

株主資本合計 162,975 159,037

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,610 1,304

繰延ヘッジ損益 △2 24

為替換算調整勘定 58 611

退職給付に係る調整累計額 － △1,719

その他の包括利益累計額合計 1,666 220

少数株主持分 1,338 2,395

純資産合計 165,980 161,653

負債純資産合計 270,025 255,604
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 219,919 224,625

売上原価 163,359 170,428

売上総利益 56,560 54,197

販売費及び一般管理費 41,844 45,277

営業利益 14,715 8,920

営業外収益   

受取利息 38 27

受取配当金 62 65

持分法による投資利益 12 89

その他 233 253

営業外収益合計 347 436

営業外費用   

支払利息 124 115

投資事業組合運用損 19 32

その他 51 28

営業外費用合計 196 176

経常利益 14,866 9,180

特別利益   

投資有価証券売却益 18 338

特別利益合計 18 338

特別損失   

固定資産除却損 57 －

減損損失 122 －

投資有価証券評価損 － 7

損害賠償金 25 －

訴訟関連損失 138 592

特別損失合計 344 600

税金等調整前四半期純利益 14,541 8,918

法人税、住民税及び事業税 4,007 1,945

法人税等調整額 2,007 1,676

法人税等合計 6,015 3,621

少数株主損益調整前四半期純利益 8,526 5,296

少数株主利益 109 188

四半期純利益 8,416 5,108
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 8,526 5,296

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 157 △306

繰延ヘッジ損益 46 27

為替換算調整勘定 21 646

退職給付に係る調整額 － 195

持分法適用会社に対する持分相当額 4 21

その他の包括利益合計 230 584

四半期包括利益 8,756 5,880

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,646 5,578

少数株主に係る四半期包括利益 109 302
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 14,541 8,918

減価償却費 4,445 5,300

減損損失 122 －

のれん償却額 － 241

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △105

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,366 △4,066

受注損失引当金の増減額（△は減少） △272 △12

アフターコスト引当金の増減額（△は減少） 19 △50

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 △575

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 612

受取利息及び受取配当金 △101 △92

支払利息 124 115

持分法による投資損益（△は益） △12 △89

投資事業組合運用損益（△は益） 19 32

投資有価証券売却損益（△は益） △18 △338

固定資産除却損 57 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 7

売上債権の増減額（△は増加） 13,140 21,974

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,781 △16,254

仕入債務の増減額（△は減少） △5,011 △2,514

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,280 △1,423

その他 2,284 4,246

小計 11,908 15,925

利息及び配当金の受取額 141 122

利息の支払額 △124 △111

法人税等の支払額 △10,924 △9,843

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000 6,093

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,908 △5,176

有形固定資産の除却による支出 △142 △138

有形固定資産の売却による収入 5 164

無形固定資産の取得による支出 △1,139 △1,351

無形固定資産の売却による収入 － 2

投資有価証券の取得による支出 △160 △1

投資有価証券の売却による収入 125 713

投資事業組合からの分配による収入 0 83

預け金の純増減額（△は増加） 144 △216

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △1,044

その他 1 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,072 △6,972
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △5,002 △2,503

セール・アンド・リースバックによる収入 1,586 1,307

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,475 △1,751

配当金の支払額 △6,019 △6,551

少数株主への配当金の支払額 △71 △80

その他 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,982 △9,579

現金及び現金同等物に係る換算差額 17 88

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,037 △10,369

現金及び現金同等物の期首残高 77,852 66,133

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  64,814 ※  55,763
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

該当事項はありません。 

  

(会計方針の変更等) 

  

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日)

(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい 

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下 

「退職給付適用指針」という。）が平成25年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることにな 

ったことに伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び 

退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）を適用し、退職給付債務から年金資産の額を控除した 

額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職 

給付に係る負債に計上しております。なお、当社グループは、複数の退職給付制度を採用しており、主要な確定 

給付企業年金制度（当社及び国内連結子会社３社による共同委託契約）については、年金資産の額が退職給付債 

務を超えるため、退職給付に係る資産として「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っており、当第３ 

四半期連結累計期間の期首において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累 

計額に加減しております。  

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首のその他の包括利益累計額が1,915百万円減少しております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

 保証債務 

従業員の伊藤忠グループ連合共済会住宅融資制度による金融機関からの借入に対する保証 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成25年12月31日)

従業員 157百万円（46名） 140百万円（44名） 
 

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

現金及び預金勘定 26,594百万円 27,354百万円 

取得日から概ね３ヶ月以内に 
償還期限の到来する有価証券 

32,997  〃 22,998  〃 

預入期間が３ヶ月以内の預け金 5,222  〃 5,413  〃 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

―  〃 △2  〃 

現金及び現金同等物 64,814  〃 55,763  〃 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

(単位：百万円) 

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 3,039 50.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

平成24年10月30日 
取締役会 

普通株式 2,975 50.00 平成24年９月30日 平成24年12月７日 利益剰余金
 

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 21,763 33,076 108,496 △5,370 157,966 

当第３四半期連結会計期間末まで

の変動額 
         

 剰余金の配当 △6,015   △6,015 

 四半期純利益 8,416   8,416 

 自己株式の取得 △5,000 △5,000 

 自己株式の処分 0 0 0 

当第３四半期連結会計期間末まで

の変動額合計 
― 0 2,401 △5,000 △2,598 

当第３四半期連結会計期間末残高 21,763 33,076 110,897 △10,370 155,367 
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

（単位：百万円） 

(注) 平成25年11月１日付で自己株式 2,500,000株を消却しております。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 3,272 55.00 平成25年３月31日 平成25年６月21日 利益剰余金

平成25年10月31日 
取締役会 

普通株式 3,272 55.00 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金
 

  株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高 21,763 33,076 118,506 △10,370 162,975 

当第３四半期連結会計期間末まで

の変動額 
 

 剰余金の配当 △6,545  △6,545 

 四半期純利益 5,108  5,108 

 自己株式の取得 △2,501 △2,501 

 自己株式の消却 (注) △0 △8,649 8,650 ― 

当第３四半期連結会計期間末まで

の変動額合計 
― △0 △10,087 6,148 △3,938 

当第３四半期連結会計期間末残高 21,763 33,076 108,419 △4,222 159,037 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、科学事業等が含まれておりま

す。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△9,835百万円には、主に全社費用△10,848百万円、セグメント間取

引消去983百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費

用であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

                (単位：百万円) 

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 
(注３)

情報 
通信 
事業

金融・
社会イ
ンフラ 
事業

エンタ
ープラ
イズ 
事業

流通 
事業

クラウ
ドプラ
ットフ
ォーム
事業

保守・
運用 
サービ
ス事業

計

売上高                       

  外部顧客への 
 売上高 

91,595 29,715 47,902 38,337 5,747 1,681 214,980 4,939 219,919 ― 219,919

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

767 403 1,566 114 17,853 43,439 64,144 3,330 67,475 △67,475 ―

計 92,362 30,119 49,469 38,451 23,601 45,121 279,125 8,270 287,395 △67,475 219,919

セグメント利益又
は損失(△) 

9,924 2,415 1,218 2,201 1,555 7,466 24,781 △230 24,551 △9,835 14,715
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外子会社及び科学事業等が含

まれております。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△9,686百万円には、主に全社費用△10,611百万円、セグメント間取

引消去879百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費

用であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

平成25年４月１日付の組織変更に伴い、第１四半期連結会計期間より、従来「エンタープライズ事業」

に含まれていた放送分野向け及びISP向けビジネスを「情報通信事業」に、流通分野向けビジネスを「流

通事業」にそれぞれ移管し、また「エンタープライズ事業」及び「情報通信事業」の２セグメントに含ま

れていた公共・公益分野向けビジネスを「金融事業」に移管し、セグメントの名称を「金融事業」から

「金融・社会インフラ事業」に変更をしております。 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したもの

を記載しております。 

  

                (単位：百万円) 

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 
(注３)

情報 
通信 
事業

金融・
社会イ
ンフラ 
事業

エンタ
ープラ
イズ 
事業

流通 
事業

クラウ
ドプラ
ットフ
ォーム
事業

保守・
運用 
サービ
ス事業

計

売上高                       

  外部顧客への 
 売上高 

75,714 31,751 51,151 38,507 6,117 1,623 204,867 19,758 224,625 ― 224,625

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

1,118 186 940 168 18,322 43,644 64,380 3,166 67,547 △67,547 ―

計 76,833 31,937 52,092 38,676 24,440 45,268 269,247 22,925 292,173 △67,547 224,625

セグメント利益又
は損失(△) 

4,877 602 1,553 3,769 1,248 6,603 18,654 △47 18,607 △9,686 8,920
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

第35期（平成25年４月１日～平成26年３月31日）中間配当に関し、平成25年10月31日開催の当社取締役

会において、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。  

イ 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,272百万円 

ロ １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・55円00銭 

ハ 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・平成25年12月６日 

(注) 平成25年９月30日現在の株主名簿に記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、支払いを行っ

ております。 

  

項目 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 140円90銭 85円99銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益金額(百万円) 8,416 5,108 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 8,416 5,108 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 59,733 59,401 
 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２６年２月４日

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年

度の第３四半期連結会計期間(平成２５年１０月１日から平成２５年１２月３１日まで)及び第３四半期連結

累計期間(平成２５年４月１日から平成２５年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社及

び連結子会社の平成２５年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期

間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。 

  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    宮    坂    泰    行    印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    惣    田    一    弘    印 
 

  

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年２月10日 

【会社名】 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

【英訳名】 ITOCHU Techno-Solutions Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  菊地 哲 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役兼専務執行役員  池田 修二 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

【縦覧に供する場所】 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 大阪支店 

  (大阪市北区梅田三丁目１番３号) 

  伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 名古屋支店 

  (名古屋市中区錦一丁目５番11号) 

  株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



当社代表取締役社長菊地哲及び取締役兼専務執行役員池田修二は、当社の第35期第３四半期(自平成25

年10月１日至平成25年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

該当事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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